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監査等委員会設置会社移行に伴う 

「内部統制システム構築の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年６月 20 日開催の第67 回定時株主総会の承認に基づき、監査等委員会設置会社に移行いたしまし

た。これに伴い、同日開催の取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を一部改定することを決議いたし

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、主な改定箇所は下線で示しております。 

 

記 

 

株式会社 J-MAX は、「技術を磨き、お客様が望む優れた製品・部品を提供することで『従業員』『お客様』『地域社会』の

満足と幸せを追求します」を企業理念に掲げ、「共創・努力・謙虚」を社是とし、企業理念・社是等により形成する「J-MAX

フィロソフィ」の考え方に基づき、J-MAX グループにおける企業価値の継続的な向上と全てのステークホルダーに対す

る社会的責任を果たすため、当基本方針を定める。社会情勢、経営環境の変化に伴い継続的に改善し、より適正かつ公

正な体制の整備に努める。 

 

１.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１）「J-MAX フィロソフィ」を J-MAX グループの企業理念の基盤として「コンプライアンスマニュアル」を制定し、取締役

及び使用人の行動指針とする。 

（２）企業理念及び法令遵守を推進するために、すべての取締役で組織する「内部統制・企業倫理委員会」を設置し、そ

の下部組織として「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会」を設け、教育・研修等継続的な活動を通じて全社に

わたるリスクマネジメント・コンプライアンスマインドの醸成に努める。 

(３)独立・公正な立場から当社の業務執行を監督する社外取締役を選任し、取締役会における決議の公平性及び透明

性を図る。 

(４)「内部通報要領」を設け、メール、電話及び投書による社内窓口に加え、弁護士等外部専門家に相談する外部窓口

（公益内部通報窓口を含む）を設置し、不正行為の早期発見と是正を図り、コンプライアンスの強化を目指す。なお、

当該要領に基づく通報者等に対しては、不利益な取り扱いがされないよう措置を講じる。    

(５)執行部門から独立した社長直轄の内部監査部門の体制を強化し、使用人の職務執行が法令違反及び規程違反とな

っていないかを監査し、事前に違反が防止される体制を構築する。 

(６)コンプライアンス及び企業倫理上の重要事象が発生した場合、「内部統制・企業倫理委員会」へ報告し、同委員会は

その事実関係を調査し、 原因を究明のうえ、対策・改善に努める。 

(７)財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他関連法案に従い、財務報告に係る内部統制の整備及

び運用を行う。 

(８)市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、不当要求に対しては組織全体とし

て毅然とした態度で臨む。 

 

２..取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１）「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報における文書または電磁的媒体の記録・保存・廃棄等を適

切に管理する。 



（２）「J-MAX セキュリティポリシー」及び「内部情報管理要領」に従い、 個人情報及び重要な営業秘密等の情報資産と

インサイダー情報について適切に管理する。 

 

３.損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）「リスクマネジメント規程」及び「J-MAX セキュリティポリシー」に 従い、事業運営に重大な影響を及ぼすリスクに対

して適正に対処する。 

（２）「安全衛生管理規程」及び「防災管理規程」に従い、大規模な事故・災害における組織体制を構築しリスクの未然防

止に努める。 

 

４.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）取締役会は J-MAX グループの企業価値向上をめざし、経営を推進することを目的として、定期的（原則月1 回）に

開催し、法令・定款に従い「取締役会規程」に定める事項を決議し、J-MAX グループの業務執行を監督する。 

（２）「組織規程」及び「職務分掌・職務権限規程」を定め、階層ごとの意思決定範囲を明確にし、効率的に業務を執行す

る体制を構築する。 

 

５.企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 

（１）「関係会社管理規程」に従い、子会社経営層は自社を監督する責任を負うとともに、財務状況、職務の執行状況及

びその他リスク管理等の重要な報告事項について、当社への報告を定期的に行い、問題点の共有化を図る。また、

子会社従業員等からの報告事項についても、当社へ報告される体制を確保する。 

（２）子会社従業員においても「J-MAX フィロソフィ」の啓蒙に努め、「コンプライアンスマニュアル」に沿って法令及びル

ール等を遵守する意識の向上を図る。 

（３）子会社における内部通報については当社の取締役に報告され、対策・改善について必要な助言・指導を行い、不

正行為の早期発見と是正を図る。 

（４）当社の内部監査部門は、当社及び子会社に対する定期的な監査を実施し、実施状況及び監査結果を含む活動状

況を定期的に取締役会に報告する。 

 

６.監査等委員会監査が適正かつ実効的に行われるための体制 

（１）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、当該使用人を置くことができ、監査等委

員会の指揮命令下におく。 

（２）監査等委員会の職務を補助すべき使用人の人事評価は、監査等委員会によるものとし、その異動・選任について

は監査等委員会の同意を得るものとする。 

（３）取締役及び使用人は J-MAX グループに著しい損失等を与える恐れがある事実を発見した場合、直ちに監査等委

員会へ報告する。 

（４）「監査等委員会への報告基準」に従い、法的報告以外に経営等に重大な影響を及ぼす事項等を報告する。 

（５）監査等委員は重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を確認するため、取締役会等の重要な会議に出席し、

必要な報告を受ける。 

（６）監査等委員会に報告する者に対し、それを理由として不利益に取り扱わない。また、かかる通報者の匿名性を可

能な限り維持することに努める。 

（７）監査等委員が職務を遂行するうえで発生する費用（弁護士及び外部専門家等を任用する場合の費用を含む）につ

いて、会社が円滑に処理支弁する。 

 


